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2018 年５月 24 日 

各 位 

上場会社名  アルプス電気株式会社             

代 表 者 名        代表取締役社長 栗山 年弘 

  (ｺｰﾄﾞ番号 6770 東証第 1部) 

問合せ先   経営企画室 室長 小林 淳二 

  TEL (03)5499-8026(IR 部門直通) 

 
定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、2018 年５月 24 日開催の取締役会において、下記のとおり「定款一部変更の件」を 2018

年６月 22 日開催予定の当社第 85 回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、お知ら

せいたします。 

記 

１．定款変更の理由 

  当社は、平成 30（2018）年２月 27 日付「アルプス電気株式会社とアルパイン株式会社の 

経営統合のスキーム変更及び持株会社名の変更に関するお知らせ（アルプス電気株式会社とアルパ

イン株式会社の株式交換契約の一部変更（簡易株式交換）並びにアルプス電気株式会社の会社分割

の中止及び商号変更その他の定款の一部変更）」でお知らせしたとおり、持株会社体制移行日付で、

本株式交換の効力発生を条件として、事業持株会社体制及びカンパニー制に移行することを予定し

ております。 

当該移行に伴い、当社の商号及び事業目的等を変更（下記(1)及び(2)）するほか、①取締役制度

の変更及び執行役員制の導入を行い、当社のコーポレート・ガバナンス体制を移行後の持株会社体

制に適合する体制へと変更するため（下記(3)、(4)及び(6)）、また、②取締役が期待される役割を

十分に発揮できるよう、会社法第 426 条第 1 項の規定に基づき、取締役会の決議によって法令の限

度において責任を免除することができることとするため（下記(5)）、当社は、本株式交換の効力が

発生していることを条件として、持株会社体制移行日付で、下記のとおり定款の一部変更を行いた

いと存じます。  

 

(1)持株会社体制への移行に伴う「アルプスアルパイン株式会社」への商号の変更(変更案第１条) 

(2)持株会社体制への移行に伴う事業目的の変更(変更案第２条) 

(3)持株会社体制への移行に伴う取締役の員数の削減(変更案第 19 条) 

(4)持株会社体制への移行に伴う役付取締役に係る規定の削除及び関連する規定の変更(変更案第

13 条・第 14 条・第 23 条・第 24 条) 

(5)取締役の責任免除に係る規定の新設(変更案第 29 条) 

(6)持株会社体制への移行に伴う執行役員に係る規定の新設(変更案第 30 条) 

(7)その他上記(1)から(6)の変更に伴う所要の変更 

 

２．定款変更の内容 

  変更の内容は以下のとおりであります。 

（下線部分は、変更箇所を示しております。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章 総則 

第１条 （商号） 

当会社はアルプス電気株式会社と称し ALPS 

ELECTRIC CO., LTD.と英訳する。 

 

第２条 （目的） 

当会社は次の事業を営むことを目的とする。 

第１章 総則 

第１条 （商号） 

当会社はアルプスアルパイン株式会社と称し

ALPS ALPINE CO., LTD.と英訳する。 

 

第２条 （目的） 

当会社は次の事業を営むことならびに次の事
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１．電子および電気機械器具、同部品ならびに

同材料の製造販売 

２．情報通信機器、事務機器、精密機器、光学

機器、医療機器、計測機器、制御機器、発

電用・送電用・配電用電気機器、産業用電

気機器に使用される部分品、部品および材

料の製造販売 

３．自動車その他の輸送用機器に使用される部

分品および部品の製造販売 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

 

４．前各号に附帯する製造機械器具、製造装置

および製造システムプラントの製造販売

および賃貸 

５．前各号に附帯する製造技術および加工技術

その他サービスの提供ならびに前各号に

関連する知的財産の販売および実施許諾 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

６．前各号に附帯する投資、調査、研究開発、

コンサルティング、不動産の賃貸借および

管理、労働者派遣事業、有償職業紹介事業

ならびに人材開発に関する事業 

７．前各号に附帯する一切の業務 

 

第３条～第５条 （条文省略） 

 

第２章 株    式 

第６条～第 12 条 （条文省略） 

 

第３章 株主総会 

第 13 条 （招集） 

①（条文省略） 

②総会は法令に別段の定めがある場合を除き、取

締役会の決議によって取締役会長または取締役

社長が招集する。 

 

第 14 条 （議長） 

株主総会は取締役会長または取締役社長が招

集し、議長となる。取締役会長および取締役

社長に事故あるときは、取締役会であらかじ

め定めた順序により他の取締役が招集し、議

長となる。 

 

第 15 条～第 18 条 （条文省略） 

業を営む会社およびこれに相当する事業を営

む外国会社の株式または持分を所有すること

により、当該会社の事業活動を支配、管理する

ことを目的とする。 

 

１．電子および電気機械器具、同部品ならびに

同材料の製造販売 

２．情報通信機器、事務機器、精密機器、光学

機器、医療機器、計測機器、制御機器、発

電用・送電用・配電用電気機器、産業用電

気機器に使用される部分品、部品および材

料の製造販売 

３．自動車その他の輸送用機器に使用される部

分品および部品の製造 

４．録音・録画および同再生装置ならびに音響

機械器具の製造販売 

５．自動車用および事務用電子応用機械器具の

製造販売 

６．送信および受信用電気機械器具の製造販売 

７．ソフトウェアの開発・販売および輸出入な

らびに情報処理サービスの提供 

８．前各号に附帯する製造機械器具、製造装置

および製造システムプラントの製造販売

および賃貸 

９．前各号に附帯する製造技術および加工技術

その他サービスの提供ならびに前各号に

関連する知的財産の販売および実施許諾 

10．厚生、医療、スポーツ、教養、娯楽に関す

る施設の運営ならびにこれらに関する事

業 

11．運輸・倉庫業およびこれらに関連するサー

ビス業 

12．前各号に附帯する投資、調査、研究開発、

コンサルティング、不動産の賃貸借および

管理、労働者派遣事業、有償職業紹介事業

ならびに人材開発に関する事業 

13．前各号に附帯する一切の業務 

 

第３条～第５条 （現行どおり） 

 

第２章 株    式 

第６条～第 12 条 （現行どおり） 

 

第３章 株主総会 

第 13 条 （招集） 

①（現行どおり） 

②総会は法令に別段の定めがある場合を除き、取

締役会の決議によって取締役会が定めた取締役

が招集する。 

 

第 14 条 （議長） 

株主総会は前条第２項に定める取締役が招集

し、議長となる。当該取締役に事故あるとき

は、取締役会であらかじめ定めた順序により

他の取締役が招集し、議長となる。 

 

 

第 15 条～第 18 条 （現行どおり） 
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第４章 取締役および取締役会 

第 19 条 （員数） 

当会社の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）は 18 名以内とする。 

②（条文省略） 

 

第 20 条～第 22 条 （条文省略） 

 

第 23 条 （取締役会の招集権者および議長） 

①（条文省略） 

②取締役会長または取締役社長は取締役会を招集

し、議長となる。取締役会長および取締役社長

に事故あるときは、取締役会であらかじめ定め

た順序により他の取締役が招集し、議長とな

る。 

 

第 24 条 （代表取締役および役付取締役） 

①（条文省略） 

②取締役会の決議をもって、取締役（監査等委員

である取締役を除く。）の中から、取締役会

長、取締役副会長、取締役社長各１名および取

締役副社長、専務取締役、常務取締役若干名を

置くことができる。 

 

第 25 条～第 28 条 （条文省略） 

 

第 29 条 （取締役の責任限定契約） 

（新設） 

 

 

 

 

当会社は、会社法第 427 条第１項の規定によ

り、取締役（業務執行取締役等であるものを

除く。）との間に、同法第 423 条第１項の賠償

責任を、法令が定める額を限度として限定す

る契約を締結することができる。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第５章 監査等委員会 

第 30 条～第 32 条 （条文省略） 

 

第６章 会計監査人 

第 33 条及び第 34 条 （条文省略） 

 

第７章 計算 

第 35 条～第 38 条 （条文省略） 

第４章 取締役および取締役会 

第 19 条 （員数） 

当会社の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）は８名以内とする。 

②（現行どおり） 

 

第 20 条～第 22 条 （現行どおり） 

 

第 23 条 （取締役会の招集権者および議長） 

①（現行どおり） 

②取締役会があらかじめ定めた取締役は取締役会

を招集し、議長となる。当該取締役に事故ある

ときは、取締役会であらかじめ定めた順序によ

り他の取締役が招集し、議長となる。 

 

 

第 24 条 （代表取締役） 

①（現行どおり） 

（削除） 

 

 

 

 

 

第 25 条～第 28 条 （現行どおり） 

 

第 29 条 （取締役の責任免除） 

当会社は、会社法第 426 条第１項の規定により、

同法第 423 条第１項に規定する取締役（取締役

であった者を含む。）の賠償責任を法令の限度

において、取締役会の決議によって免除するこ

とができる。 

②当会社は、会社法第 427 条第１項の規定により、

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）

との間に、同法第 423 条第１項の賠償責任を、

法令が定める額を限度として限定する契約を締

結することができる。 

 

第５章 執 行 役 員 

第 30 条 （執行役員） 

当会社は、取締役会の決議によって、執行役員

を置くことができる。 

②執行役員に関する事項は、取締役会において定

める執行役員規定による。 

 

第６章 監査等委員会 

第 31 条～第 33 条 （現行どおり） 

 

第７章 会計監査人 

第 34 条及び第 35 条 （現行どおり） 

 

第８章 計算 

第 36 条～第 39 条 （現行どおり） 

３．日程 

  定時株主総会開催予定日 2018 年６月 22 日(金) 

  定款変更効力発生予定日 2019 年１月 １日(木) 

 

以 上 


